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規 約 変 更 及 び役 員 選 任 に関 するお知 らせ規 約 変 更 及 び役 員 選 任 に関 するお知 らせ規 約 変 更 及 び役 員 選 任 に関 するお知 らせ規 約 変 更 及 び役 員 選 任 に関 するお知 らせ    

 

 

本投資法人は、2023 年 10 月 20 日開催の役員会におきまして、下記 1 乃至 4 に記載の規約一部変更

案及び役員選任案を 2023 年 11 月 29 日に開催される本投資法人の投資主総会に付議することについて

決議しましたのでお知らせします。 

 

記 

1. 1. 1. 1. 規約一部変更の主な内容及び理由について規約一部変更の主な内容及び理由について規約一部変更の主な内容及び理由について規約一部変更の主な内容及び理由について    

 

(1) 第 12 条関連 

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 70 号）附則第 1 条ただし書に規定する改正規

定（これに関連する投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）等の改正

規定を含みます。）が 2022 年 9 月 1 日に施行されたことに伴い、「会社法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（令和元年法律第 71 号）第 10 条第 9 項の定めに

基づき、2022 年 9 月 1 日をもって、本投資法人について、投資主総会参考書類等の内容である

情報について、電子提供措置をとる旨の規約変更がなされたものとみなされています。この点を明

確化するため、本投資法人の規約においてその旨を確認的に規定するものです。また、電子提供

措置をとる事項のうち内閣府令で定めるものの全部又は一部については、書面交付請求をした投

資主に対して交付する書面に記載することを要しない旨の法令の規定（会社法（平成 17 年法律

第 86 号。その後の改正を含みます。）第 325 条の 5 第 3 項を投信法第 94 条第 1 項により準用の

上、同法第 65 条第 1 項に従い読み替えたもの）に従い、この旨を規定するものです。（変更後の

規約第 12 条第 3 項及び第 4 項） 

(2) 別紙 1「資産運用の対象及び方針等について」関連 

① 本投資法人の更なる投資機会の拡大及び投資手段の多様化のため、現行規約に規定されて

いる不動産や不動産を信託財産とする信託の受益権などを裏付資産とする社債券や金銭債

権への投資に加えて、当該社債券や金銭債権に投資することを目的とする特定目的会社等に

係る出資持分に対する投資を可能とするための変更を行うものです。また、かかる変更に付随

して、現行規約に資産運用の対象として規定されている再生可能エネルギー発電設備又は公

共施設等運営権を裏付資産とする社債券や金銭債権に関しても、当該社債券や金銭債権に

投資することを目的とする特定目的会社等に係る出資持分を資産運用の対象として追加する

ものです。（変更後の規約別紙 1「資産運用の対象及び方針等について」「Ⅰ 資産運用の対

象」(3)及び(4)） 

② 本投資法人の更なる投資機会の拡大及び投資手段の多様化のため、不動産関連資産又はイ

ンフラ等関連資産の運用のため必要又は有用と認められる資産に関しては、不動産関連資産

又はインフラ等関連資産の投資に付随して取得が必要となる権利に限定せず投資対象とする

ことが可能となるよう規定を改定するものです。（変更後の規約別紙 1「資産運用の対象及び方

針等について」「Ⅰ 資産運用の対象」(5)） 

 

 

 

 

 



 

  

(3) 有価証券及びデリバティブ取引に係る権利の評価方法の変更 

2019 年 7 月 4 日改正の企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」（関連して新たに

制定又は改正された会計基準、適用指針を含みます。）の適用に伴い、資産評価の方法に関し

て所要の変更を行うものです。（変更後の規約別紙 2「資産評価の方法、基準及び基準日につい

て」「Ⅰ 資産評価の方法及び基準について」「1 運用資産の種類ごとの評価の方法及び基準」

(2)及び(5)） 

(4) 体裁を整える形式的な修正（変更後の規約第 41 条(b)） 

(5) 制定・改定履歴関連 

上記の規約改定に伴い、制定・改定履歴の変更を行うものです（変更後の制定・改定履歴）。 

 

（規約変更の詳細については、添付資料「第 15 回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

2. 2. 2. 2. 執行役員執行役員執行役員執行役員 1111 名選任について名選任について名選任について名選任について 

 

執行役員三浦洋は、本投資主総会の終結の時をもって任期満了となりますので、改めて執行役員 1 名

の選任をお願いするものです。なお、本議案によって選任される執行役員の任期は、本投資法人規約第

21 条第 1 項ただし書に基づき、就任する 2023 年 11 月 29 日より、選任後 2 年を経過した日の翌日から 30

日以内に開催される執行役員の選任を議題とする投資主総会の終結の時までとします。 

また、本議案は、2023 年 10 月 20 日開催の役員会において、本投資法人の監督役員全員の同意を得

て提出されたものです。 

 

（執行役員 1 名選任の詳細については、添付資料「第 15 回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

    

3. 3. 3. 3. 補欠執行役員補欠執行役員補欠執行役員補欠執行役員 1111 名選任について名選任について名選任について名選任について    

 

執行役員が欠けた場合に備え、補欠執行役員 1 名の選任をお願いするものです。本議案において、

補欠執行役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、本投資法人規約第 21 条第 3 項に基づき、第 2

号議案における執行役員の任期が満了する時までとします。また、補欠執行役員の選任の効力は、執行

役員に就任する前に限り、本投資法人の役員会の決議により、その選任を取り消すことができるものとしま

す。 

なお、本議案は、2023 年 10 月 20 日開催の役員会において、本投資法人の監督役員全員の同意を得

て提出されたものです。            

 

（補欠執行役員 1 名選任の詳細については、添付資料「第 15 回投資主総会招集ご通知」をご参照くださ

い。） 

    

4. 4. 4. 4. 監督役員監督役員監督役員監督役員 3333 名選任について名選任について名選任について名選任について    

     

監督役員小池敏雄、服部毅及び押味由佳子の 3 名は、本投資主総会の終結の時をもって任期満了と

なりますので、改めて監督役員 3 名の選任をお願いするものです。なお、本議案によって選任される監督

役員の任期は、本投資法人規約第 24 条第 1 項ただし書に基づき、就任する 2023 年 11 月 29 日より、選

任後 2 年を経過した日の翌日から 30 日以内に開催される監督役員の選任を議題とする投資主総会の終

結の時までとします。 

    

（監督役員 3 名選任の詳細については、添付資料「第 15 回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

5. 5. 5. 5. 日程日程日程日程    

    

2023 年 10 月 20 日 投資主総会提出議案承認役員会 

2023 年 11 月 14 日 投資主総会招集通知の発送（予定） 

2023 年 11 月 29 日 投資主総会開催（予定） 

 

以上 

 

添付資料 第 15 回投資主総会招集ご通知 










































